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災害時のメンタルヘルスと自殺予防
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要旨

大震災の支援に当たった専門家による研究成果と経験に基づき，災害時のメンタルヘルスと自殺

予防に資する留意点についてまとめた。

支援の対象と支援方法の重点は，被災からの時期・段階によって変化する。とくに被災による避

難時と避難指示解除時はともに留意が必要である。対象のセグメンテーションを行い，必要な支援

を必要なタイミングで届ける必要がある。

真に支援が必要な対象やテーマは表出されない場合があることに留意する。震災後に生まれた子

どもや母親の被害，高齢者の認知症リスクも増えることが観察されている。被災者だけではなく，

その支援を行う自治体職員や保健医療福祉職員のメンタルヘルスにも配慮する必要がある。避難地

区だけでなく避難指示解除地区においても自殺率が高いという知見も得られている。

教育や就労支援，社会的役割やサポートまで，総合的・長期的な支援が必要で，保健医療関係者

だけではない分野横断的なネットワークの構築が平時から必要である。

危機的な状況であるほど，なじんだ手段しか使えない。平時からの教育・訓練・ネットワーク化

で被害の緩和を図っていく必要がある。

Key words支援者の支援，社会的弱者の支援，ソーシャルキャピタル，被災後の時間的経緯，被

災者支援，避難所・仮設住宅
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 緒 言

津波，原子力発電所事故を併発した複合災害と

なった東日本大震災は，未曽有の被害規模をもたら

し，発生後 8 年を経過した現在も多数の避難生活者

を抱え，地域住民に，心的外傷後ストレス障害

（PTSD）やアルコール乱用などの慢性的な精神障

害，また自殺をはじめとする重篤かつ多様なメンタ

ルヘルスの課題を投げかけている。単一のパタンと

して発生することのない災害に伴うメンタルヘルス

は，その支援対象とともに，多様な状況を想定する

必要がある。女性や子ども等社会的な弱者のみなら

ず被災者を支援する者まで，その支援の対象は多岐

におよび，その解決策も一つの地域，一つのセク

ターのみで対応できるものではない。

日本公衆衛生学会メンタルヘルス・自殺対策委員

会は，第77回日本公衆衛生学会総会（2018年，福島）

において，「震災後の自殺・メンタルヘルス対策～

研究成果から具体的な対策へ～」をテーマとしたシ

ンポジウムを企画し，大震災の被災地で実際のメン

タルヘルス・自殺対策に関わっている研究者および

医療者に，彼らの研究成果と現状における課題を挙

げていただいた。現場における経験は，今後の防災

公衆衛生活動にとってたいへん示唆に富むものであ
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表 震災に関連しどのような研究がなされてきた

か，とくに精神保健に関する成果

半数以上の調査研究は発災 2 年以内のものであり，

中長期の被災者の精神保健に関する情報が不足して

いた。

横断調査がほとんどで，因果関係や長期的な経過が

推定できないものが多かった。

発災直後期の研究では，半数近い被災者が，不眠，

抑うつ，イライラなど非特異的ストレス反応を示し

ていた。

発災 1 年目頃には，被災体験の強度とトラウマ反応

のリスクの関連が報告されていた。

発災10年目では，被災体験の心理面への影響は極め

て限定的になっていた。

震災遺族，看護師，消防士などでは，10年目以降も

震災に関連した PTSD 症状が高い割合で残存してい

た。

自殺に関しては，発災後 2 年目に神戸市の自殺率が

全国より低下したという研究と，阪神淡路大震災な

ど大規模災害後，被災地域の自殺率が上昇している

と推定した研究があった。

図 阪神淡路大震災の被災者の心理的回復過程モデル
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り，発表いただいた内容を日本公衆衛生学会誌上で

まとめることにより，公衆衛生活動に携わる方々に

広く役立てていただくことにした。

 阪神・淡路以降の震災関連の研究の進歩

災害が人々の生活や心身の健康に様々な影響を与

えることは周知の事実である。わが国では1995年の

阪神淡路大震災以降，被災者の精神健康が大きく注

目されるようになった。被災県である兵庫は，1995

年から 4 年間，仮設住宅や復興住宅などの被災者を

対象とした健康調査を実施し，急性ストレス反応，

PTSD 反応，アルコール依存などの実態を明らかに

した1)。このような調査の多くは保健師により実施

され，地域保健活動にも活用された。また，被災者

の心のケアにあたる専従機関として，はじめて「兵

庫県精神保健協会こころのケアセンター」が設置さ

れた。このセンターは時限組織であったため，その

後災害復興の知見を継承する形で2004年に恒久的な

機関である「兵庫県こころのケアセンター」が設立

された。田中は，阪神淡路大震災から20年弱が経過

した2014年 8 月に，この震災に関連しどのような研

究がなされてきたか，とくに精神保健に関する成果

について系統的な文献レビューを実施した2)。その

結果を要約すると表 1 のようになる。

阪神淡路大震災の被災者の長期的な精神健康に関

しては実証的なデータが不足していることが明らか

になった。この理由としては，災害時は調査研究よ

り被災者支援が優先されるため，ベースラインに十

分なデータを取ることが困難なことや，災害による

影響で人の移動が多くなり，長期的なコホート調査

を行いにくいことなどが考えられた。震災後の自殺

率の経年推移には一貫しない傾向が観察された。そ

こで田中らは，発災20年目（2015年）に被災者と支

援者を対象にその心理的回復過程を明らかにするた

めの質的インタビュー調査を実施した3)。

具体的には，合目的的サンプリング法を用いて直

接の被災者，救助活動に当たった消防士，避難所巡

回など保健活動にあたった保健師，震災による

PTSD から回復した方，合計20人対象として，一対

一の in-depth interview を実施した。すべてのイン

タビュー内容は逐語録に起こし，質的データ分析支

援ソフト（Nvivo11）に入力した。分析の方法論は，

Charmaz の社会構成主義的グラウンデッドセオ

リーを採用した。分析は著者（田中）が主導し，も

う 1 人別の独立した coder が分析プロセスに関わっ
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表 東日本大震災後，福島県の被災地における継

続的調査で明らかになった被災後の時間的経

緯・段階と必要な支援

震災直後・急性期

（被災直後から被災後 36 か月後）

避難所で避難する方のトラウマや喪失体験へのケア

震災中長期

（被災後おおよそ半年後から 56 年後までの期間）

◯ 被災者のうつやアルコール，認知症などの多様

なメンタルヘルスへのニーズ

◯ 仮設住宅の中でのコミュニティ形成のサポート

震災復興期

（被災後 56 年後）

仮設住宅で構築されたコミュニティの再分離，帰還

などで家族との意見が相違していることや，帰還しな

いと決めたとしても，元の住居の家屋や土地をどうす

るといった多彩な相談内容
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た。本分析では，発災 1 か月以内を震災直後期，1

年以内を急性期，15 年を復興中期，5 年以上を復

興長期として時期に応じたテーマを抽出した。以下

に質的データ分析により生成されたモデル図を示す

（図 1）。

被災者らは，震災直後には多彩な感情反応を示す

が，時間経過とともにこれらの感情反応は軽減して

いっていた。その中でも，「罪悪感」と「喪失感」

は比較的長期に渡るテーマであった。震災体験の語

りと内省が感情反応の軽減を促進していた。しか

し，震災後20年経っても語ることができない，ある

いは語られない震災体験の存在と診断閾値以下の心

理的苦痛を抱えたまま適応的に生活している被災者

の存在が疑われた。中長期的な被災者の心理的支援

は，苦しみの声を上げられないまま一見普通に生活

している方々にどのようにケアを届けるかというこ

とが課題として挙げられた。

 時期・段階によって変わる対象と支援方

法の重点

阪神淡路大震災16年後に発生した東日本大震災で

は，発災直後から，公衆衛生活動に資する情報が記

録され，長期にわたって継続している。

その成果の一つとして，東日本大震災では，福島

県の被災地における継続的な調査の結果，長期的・

計画的な支援の必要とともに，被災後の時期に応じ

た対策（ニーズ）の変化があることが明らかになっ

ている4～6)。

大類らは，東日本大震災後の福島県の被災地・避

難区域内の状況の変遷と，各時期に行った自殺・メ

ンタルヘスル対策の概要において，被災後の時期に

応じて必要な対応が変化していることを報告してい

る。彼らは，被災直後から避難所から仮設住宅への

避難先が変わる被災後 36 か月後を想定した「被災

直後・急性期」，災害公営住宅への入居が開始され

る時期（被災後 56 年後）を想定した「復興期」，

その間に当たる「中長期」（被災後おおよそ半年後

から 56 年後まで）の期間を想定して，各フェーズ

で必要な支援を整理した。

震災直後・急性期の混乱した時期には，避難所で

避難する方のトラウマや喪失体験へのケア，中長期

には，仮設住宅の中でのコミュニティ形成のサポー

トが求められ，また，個々人のうつやアルコール，

認知症などの多様なメンタルヘルスへのニーズが把

握された。復興期に入ると，仮設住宅で構築された

コミュニティが再び分離されることがイベントとし

て挙げられ，相談内容も，帰還などで家族との意見

が相違していることや，帰還しないと決めたとして

も，元の住居の家屋や土地をどうするのか，悩んで

いる被災者も多いことを経験している（表 2，図

2)7)。

その他にも，岩手県における障がいを抱えた小児

とその母親を対象とした調査や岩手・宮城・福島の

3 県における母子の調査では，時間的経緯ととも

に，病理性が深まっていく親子の存在や8)，震災後

時間が経過すると（6 年後の観察）震災に直接関連

するというよりは，日常生活の不安や抑うつが多い

ことが確認されており9)，時間的経緯の中で埋もれ

てしまう支援対象がいることに留意する必要性が示

されている。

 社会的弱者とくに母子や障がいを抱え

た小児等への支援の必要性

八木は，支援すべき対象者として，女性（母親や

養育者），子ども，障がいを抱えた小児等の社会的

弱者への支援の重要性を強調している。コミュニ

ティの自然なサポートによって何とか支えられてい

た人たちが，コミュニティの崩壊や離散によるサ

ポート資源の目減りによって要支援者として顕在化

するとともに，取り残されてしまうリスクがある

（図 3）。岩手・宮城・福島の 3 県における八木らの

調査では，震災を直接体験していない幼児（震災後

の 1 年間に出生し，非常事態下で乳児期を過ごした

子ども）の発達の遅れや，保護者（支援者）のメン

タルヘルス問題の深刻さが示され10)，彼らに対する

長期的支援は大切で，その支援には，近隣の相互信

頼（ソーシャルキャピタル）も寄与するとしてい
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図 避難区域内の自殺・メンタルヘルス対策の変遷
（福島県の被災地における，主に一般住民を対象とした継続調査より）

図 サポートのレベルと発達障害診断閾値の関連
（岩手医科大学いわてこどもケアセンター等の臨床データの分析から概念化した）

104 第67巻 日本公衛誌 第 2 号 2020年 2 月15日

る11)。また，母親のメンタルヘルスと子どもの発達

の遅れに相関があり，震災後に生まれた子どもの

40が何らかの支援を要する状態であるとしてい

る。子どもは自らヘルプを求めることは少なく，大

人しい子どもほど取り残される危険性があることに

留意する必要がある12)。

前田と竹林は，復興支援者および就労者に対する

広域かつ長期的な支援の必要性を指摘している。福
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図 福島被災自治体職員への精神医学的面接結果

図 被災地における自殺対策・支援方針
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島では2011年の震災以降，他被災県に比しても非常

に困難な復興を目指している。除染やインフラ整備

はかなり進捗し，多くの避難市町村が帰還可能と

なった一方で，帰還率の低さや高齢化と言った問題

に苦慮している。前田らは，ふくしま心のケアセン

ターとともに自治体職員調査・支援に当たってきた

なかで，一部の市町村ではうつ病の多発といった深

刻な事態が引き起こされていることを明らかにし

た。数多くの面接の結果から，終わりの見えない過

重労働に加え，住民の怒りに暴露されたこと，ある

いは職員の被災者性が非常に強いことなど複合的な

要因が関わっていることが明らかとなっている（図

4)13)。

 対象の状況や特性に応じた支援の工夫

心理的教育によりメンタルヘルスが改善していく

こと14)，種々の働きかけにより全体に回復傾向が見

られていることが示されており（八木未発表デー

タ），介入により効果が期待できる。

大類らは，東日本大震災後の支援に当たり，リス

クの程度でセグメンテーションを行い，福島県の被

災地・避難区域内での自殺対策を行っている（図

5）。被災状況や生活環境の変化が個人によって異

なっていたため，精神的健康度に応じた自殺対策の

事業を展開した。精神的健康度の把握には，比較的

簡便な調査票である K6 が用いられた。
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図 被災者支援を行う自治体職員に対して考えられる専門的支援の形
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大類らは，K6 が 5 点未満のような健康的な群へ

は，健康的な生活が維持できるような講話や情報提

供を行い，K6 が 512点までの，高リスク予備群へ

は，「人とのつながりを強化するような事業」とい

うことで，ゲートキーパー養成や，民生委員，仮設

住宅の自治会長による声かけや見回りなどを依頼

し，住民同士のつながりを意識して，事業を進めた。

K6 が13点以上のリスクの高い群へは，直接訪問す

るなどして状況を確認し，必要に応じて個別に丁寧

な相談対応などを行った7)。

大類らは，福島県の被災者のメンタルヘルス支援

に当たり，その危険因子と保護要因についても検討

を行っている。東日本大震災および原子力発電所事

故による避難区域内に居住していた避難者180,604

人を対象とし，震災後の2012年 2 月に実施した自記

式調査票にて「震災前の飲酒行動が『飲酒しない』

と回答」し，かつ「現在の飲酒行動が『飲酒してい

る』と回答」したもの3,569人を新規飲酒開始者と

定義して，新規飲酒開始と「精神的苦痛（K6 13点

以上）」「睡眠障害あり」「災害関連体験あり」「震災

による失業あり」「放射線被ばくによる健康不安あ

り」が有意に関連していることを示し，震災による

体験などにより生じた精神的苦痛や睡眠障害を『自

己治療』的に改善するために飲酒行動をとった可能

性を示した15)。

さらに，震災発生からの時間の経過により復興の

兆し（避難指示解除，帰還や復興公営住宅への転居

など）が見え，精神的健康度が保持・回復している

群も少なからず存在することから，避難区域内の労

働者の“精神的健康度の保持”に関連する要因を検

討した。原子力発電所事故による避難区域内で事業

を続けていた事業所（2 社，276人対象）では，震

災前と比較して，「業務負担」や「通勤時間」が増

え，生活習慣でも「睡眠時間」や「運動習慣」が減

少し，「3 kg 以上の体重増加」や「飲酒量増加」が

認められた。

勤務環境，生活環境が大変な状況下にありなが

ら，精神的健康度を保持できていた従業員が51.9

おり，「身体活動量の保持・増加」「良好なソーシャ

ルネットワーク」「ほぼ毎日笑う習慣」「仕事・家庭

生活に満足している」ことが，精神的健康度を保持

できる要因であることがわかった。平時の産業保健

でも言われていること，すなわち“あたり前の生活

を維持できたこと”が，結果的に精神的健康度を保

持できた要因であることを見出した16)。

さらに，福島県内の避難区域内外の2079歳の住

民500人ずつ計1,000人を対象に，精神的健康度の回

復に関連する要因を調査した。「震災前から現在に

至るまでの精神的健康の変化」として最も当てはま

る軌跡を選択させたところ，「身体活動量の維持・

増加」「震災前からの友人の交流」「社会的役割

（social role）」が，精神的健康度の回復を促進して

いることが明らかになり，ソーシャルネットワーク

の維持やサポートを受けるだけではなく，“社会的

役割（social role）を担うこと”も重要であること

を示した17)。

前田と竹林は，福島県の自治体職員の支援体制を

念頭に，職員の支援体制として，より広域かつ組織

的な支援の必要性に言及している。彼らは，今後も

困難な状況が続く中どのようにして自治体職員のケ

アを行うかを課題としてとらえ，職員が置かれた深

刻な状況を考えると，通常の上司・部下におけるケ

ア，すなわちラインケアのみでは限界があり，専門

機関に所属する臨床心理士や保健師，ソーシャル

ワーカーなどによるライン外ケアが非常に重要であ

ると考えた。具体的な内容については，図 6 に示す
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図 原子力発電所事故の避難指示区域の自殺率の推移
（福島県における主に一般住民を対象とした調査から）
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ような種々の支援プログラムが考えられている。な

かでも，継続的なカウンセリングが実施できるよう

な体制は非常に重要と考えられ，そのためのシステ

ム作りが大きな課題となる。わが国は災害常襲国で

あるが，このような自治体職員支援はいまだ十分と

はいえない。とりわけ自治体職員は長期的な復興の

先兵であり，彼らの活躍なくしては復興も進まな

い。こうしたことに関する行政レベルあるいは市民

レベルでの理解をいかに広めていくかが大きな課題

と考えられる。

組織的な体制に加え，支援者は，自分がきついと

は言えずにストレスをためてしまうため，支援者と

なり得る消防などでは，一般の健康教育として，セ

ルフコントロールを学んでもらう必要もあるとして

いる。

 平時との違い災害時のメンタルヘル

ス・自殺対策に特異的なこと

大類は，災害時のメンタルヘルス・自殺対策に特

異的なこととして，平時との違いを整理した。

ひとつは「避難」という要素を考慮しなければな

らない点で，物理的環境の変化，コミュニティの変

化，役割の喪失に留意しなければならない。

避難所・仮設住宅といった平時とは異なる生活環

境の変化は大きい。一軒家から集合住宅に移ること

になり，生活音が気になり睡眠障害など精神的苦痛

を訴える被災者も多い18)。今まで築き上げてきたコ

ミュニティが崩壊し，孤立・孤独（とくに民間借り

上げ住宅への避難の場合，元のコミュニティでの集

団での避難が不可能）となりがちである19)。また，

仮設住宅の狭さや，避難後の通勤・通学の利便性な

どといった理由から，二世代・三世代同居家族での

生活維持が困難となり世帯分離が進んでいることが

認められている17)。

世帯分離が進んだ結果，家族内での役割が変化す

る。たとえば，大人数の食事の準備などの必要がな

くなる，畑仕事の必要性がないまたは不可能な状況

になるなどの変化がある。農業・酪農・漁業に携

わっていた住民は避難のため，慣れ親しんだ仕事を

継続できなくなり，土地，家，墓などを先祖代々受

け継ぎ，次世代に受け渡す継承者としての役割を喪

失するものもある20)。すなわち，自殺のリスク要因

となりうるイベントが平時であれば「個人レベル」

で発生するところ，災害時では「大きな集団」で発

生する可能性があることに留意が必要である。

中長期的な視点では，震災直後の PTSD といっ

たトラウマ反応を示す割合は徐々に低下し，中長

期・復興期でのうつ・アルコールや生活問題へ問題
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が変化していた。大類らは，トラウマ反応が生じて

いる（Post-traumatic Stress Checklist: PCL 44点以上）

の割合は支援が必要な方は当然いるものの被災以降

減少傾向にはあるが，時間の経過により問題は問題

飲酒や生活上での問題を抱えている方が顕著になっ

ていることを確認している19,21)。

“被災”という大きな出来事だけではなく，“避難

指示解除”も自殺死亡率が変動する可能性があるた

め，「避難指示解除」という平時へと移行する時期

もメンタルヘルス・自殺対策には不可欠である。こ

れまでの大規模災害後には被災後しばらくの時間経

過の後に自殺死亡率が上昇することが認められてい

る22～25)。一方で，避難指示解除後も上昇すること

も確認されている。図 7 は，福島県内の原子力発電

所事故の避難指示区域の住民と全国の自殺率の推移

をグラフ化したものである。避難指示が解除され始

めた2015年以降，被災地の男性の自殺率は全国水準

よりも高く推移していた。女性の自殺率は，避難指

示が解除された市町村が半数以上を占めた2017年に

急激に上昇し，標準化死亡比（SMR）が2.46で全

国の自殺率よりも有意に高い自殺率を示した（図

7)15,24)。

 平時からのヘルスセクターを超えた支援

体制構築の必要性

ヘルスセクターのみでない長期的な視点で支援を

する必要がある。

東日本大震災では，福島県の避難指示解除区域

（広野町，田村市除く）で，プレハブ仮設住宅入居

者数（ピーク時20,000人超）は2016年 4 月の13,157

人から，2017年 4 月には6,715人と49の減少し，

2018年 4 月の入居者は1,505人と前年より78減少

している。避難指示解除区域では2018年 3 月には精

神的損害への賠償が終了し，避難指示解除区域では，

2019年 3 月には仮設住宅の無償提供が一部の町を除

き終了している。今後，（帰還・避難先への転居な

どによる）仮設住宅で築かれたコミュニティの再分

離や（賠償金・仮設住宅の無償供与終了による）経

済的支援の終了に伴うメンタルヘルスの悪化が予測

される。

復興期における自殺・メンタルヘルス対策には，

これまでのアプローチに加え，再分離されたコミュ

ニティの再構築支援（住民も巻き込み，social role

を意識）や就労・生活支援も含めた“健康支援だけ

ではない多様な支援”が必要である。

平時からのとりくみとしては，田中が所属する兵

庫県こころのケアセンターが設立以降国際協力機構

と共同で実施してきた災害精神保健プロジェクトの

経験が，中長期的な災害後の心のケアに関して有用

かもしれない。兵庫県こころのケアセンターは，

2004年のスマトラ沖地震の被災諸国を対象にした災

害精神保健のトレーニングコースを皮切りに，2008

年の四川大地震の被災地への長期的な精神保健支援

プロジェクト，チリやマレーシアの精神保健関係者

を対象にした災害精神保健のトレーニングコースな

どを実施してきた。

田中は，20092014年の 5 年間，四川大地震の被

災者を対象に実施された「四川大地震復興支援ここ

ろのケア人材育成プロジェクト」に短期および長期

専門家として参画し，現地での人材育成，災害後の

心のケアのシステム作り，調査研究などに従事し

た。本プロジェクトの詳細は別稿26)に譲るが，要点

は保健医療関係者だけでなく，教育関係者，福祉関

係者，地域住民（含む伝統治療者）など様々なステー

クホルダーを巻き込む分野横断的な活動を実施した

ことである。

具体例としては，学校で実施される防災教育に心

のケアの視点を取り入れて授業設計するように話し

合った。精神保健の専門家以外がいかに心のケアを

提供できるかという視点で活動を行うことが重要で

あった。また，被災地の子どもたちの長期的な精神

健康に関しても調査を実施した。結果，地震発生 6

年後では，被災した中高生と被災していない中高生

の間での精神健康度の差は，統計的には有意だが大

きくはなかった。しかし，複数種類のトラウマ体験

を持つ中高生は効果量で小～中程度の精神健康の悪

化を認めていた27)。また，学校で実施した心理健康

教育や防災教育が長期的な精神健康度の改善と関連

している可能性が示された14)。

 結 論

被災者のニーズは，その時期や対象によって多様

である。災害後の中長期的な精神保健を考える上

で，真に支援が必要な方は表に出てこない可能性が

あり，心のケアを前面に出さない対象に対する支援

も必要となる。公衆衛生分野のみではカバーできな

いため，保健医療者以外が実施する活動に精神保健

を改善する要素を取り入れていくべきであろう。ま

た，長期的なケアを支えるこころの専門職の必要性

もうかがわれる。分野横断的な協働が必須のため，

防災分野はもちろんのこと，影響範囲が広い教育分

野なども含めた異分野とのネットワークを形成して

おくことが望まれる。危機的状況であるほど，なじ

んだ手しか使えない。想定される支援者（候補）同

士の顔つなぎをはじめ，平時からの備えが重要であ

る（表 3）。
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表 災害時のメンタルヘルスと自殺予防

―まとめ―

1. 支援の対象と支援方法の重点は，被災からの時

期・段階によって変化する

　とくに被災による避難時と避難指示解除時はとも

に留意が必要である

　支援対象喪失⇒うつ⇒生活再建へ

　支援戦略ハイリスク⇒ポピュレーション⇒エン

パワメントへ

2. 見えにくい被害，表出されない苦痛に注意

　真に支援が必要な対象やテーマは表出されない場

合があることに留意する

　震災後に生まれた子どもや母親の被害，高齢者の

認知症リスクも増える

　支援者の支援者（自治体職員や保健医療福祉職）

のメンタルヘルスにも被害が及んでいる

　避難地区より避難指示解除地区で自殺率は高い

3. 保健医療関係者だけではない分野横断的なネット

ワークの構築が平時から必要である

　総合的な支援（教育や就労支援，社会的役割やサ

ポートまで）が必要

4. 長期的で，被災者の支援者を含む支援

　ふだんからの予防が大事。ふだんできないことは

非常時にはなおさらできない

　平時からの教育・訓練・ネットワーク化で被害の

緩和を
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